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令和２年度 再評価対象地区に係る事業制度・費用対効果の分析について 
課名   河川課      

 

  ○ 

  事 

  業 

  制 

  度 

  に 

  つ 

  い 

  て 

 事 業 名 流域治水対策河川事業 

 事 業 目 的 一級河川において、流域対策と一体となって施行される改良工事 

 採 択 基 準 

① 総事業費が概ね12 億円以上のもので、次のいずれかの要件に該当する 

もの 

①－１ 改良工事によって洪水被害が防止される区域内の農耕地が200ha 

以上であるもの、宅地が20ha以上であるもの、家屋が200 戸以上あるもの 

又は農耕地が100ha 以上であって、かつ、宅地が10ha 以上若しくは家屋が 

100 戸以上であるもの 

①－２ 改良工事による費用便益比が１以上であるもの 

かつ、想定最大規模の降雨による浸水想定区域図または浸水想定図が公表
されていること 

に加え、次のいずれかの要件に該当するもの 

１）当該河川において、河道整備のほか、調節池・遊水地等の計画高水流
量を低減する施設計画を有しているもの 

２）当該河川の流域において流域貯留浸透事業により流域対策を実施 
 概      要 

 (メニュー) 

・河道拡幅、放水路、洪水調節池等 

○ 

費 

用 

対 

効 

果 

の 

分 

析 

に 

つ 

い 

て 

 

＊ 

費 
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B/C 

＊ 

 効 

 果 

 の 

 項 

 目 

う 

ち 

貨 

幣 

換 

算 

す 

る 

項 

目 

》  
Ｂ 

《  

・家屋資産 

床面積に家屋１㎡当たり評価額を乗じ家屋資産額を算定 

・家庭用品資産 

  世帯数に１世帯当たり家庭用品評価額を乗じ、家庭用品資産額を算定 

・事業所資産（償却・在庫資産） 

  産業分類ごとに、従業者数に１人当たり償却資産及び在庫資産評価額を乗
じ、事業所償却・在庫資産を算定 

・農漁家資産（償却・在庫資産） 

  農漁家世帯数に１戸当たりの償却資産評価額及び在庫資産評価額を乗じ、
農漁家償却資産額及び在庫資産額を算定 

・農作物資産（水田・畑） 

水田面積、畑面積に平年収量及び農作物価格を乗じ農作物資産額を算定 

・公共土木施設 

一般資産被害額との比率や単位面積当たり被害額を用いて公共土木施設等
の被害額を算定 

・間接被害（営業停止損失、家庭・事業所、国・地方公共団体における応急対
策費用） 

そ項 
の目 

他１ 

 

費 

用 

》  
Ｃ 

《  
 

 

の 

算 

定 

・事業費と維持管理費の総費用 

・事業費とは、工事費、用地費、補償費、附帯工事費等 

・維持管理費は、毎年定常的に支出される除草等の費用 

・評価対象期間は、施設完成後から５０年間 

・社会的割引率４％で現在価値化して評価 

費 

用 

便 

益 

比 

の 

基 

準 

・費用便益比が１．０以上 
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令和２年度 再評価対象地区に係る事業制度・費用対効果の分析について 
課名   河川課      

 

  ○ 

  事 

  業 

  制 

  度 

  に 

  つ 

  い 

  て 

 事 業 名 広域河川改修事業 

 事 業 目 的 一級河川において、一定の計画に基づき施行される改良工事 

 採 択 基 準 

① 総事業費が概ね12 億円以上のもので、次のいずれかの要件に該当する 

もの 

①－１ 改良工事によって洪水被害が防止される区域内の農耕地が200ha 

以上であるもの、宅地が20ha以上であるもの、家屋が200 戸以上あるもの 

又は農耕地が100ha 以上であって、かつ、宅地が10ha 以上若しくは家屋が 

100 戸以上であるもの 

①－２ 改良工事による費用便益比が１以上であるもの 

かつ、想定最大規模の降雨による浸水想定区域図または浸水想定図が公表
されていること 

 概      要 

 (メニュー) 

・築堤工、掘削工、護岸工等 
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析 
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て 
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 項 

 目 

う 
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る 

項 

目 

》  
Ｂ 

《  

・家屋資産 

床面積に家屋１㎡当たり評価額を乗じ家屋資産額を算定 

・家庭用品資産 

  世帯数に１世帯当たり家庭用品評価額を乗じ、家庭用品資産額を算定 

・事業所資産（償却・在庫資産） 

  産業分類ごとに、従業者数に１人当たり償却資産及び在庫資産評価額を乗
じ、事業所償却・在庫資産を算定 

・農漁家資産（償却・在庫資産） 

  農漁家世帯数に１戸当たりの償却資産評価額及び在庫資産評価額を乗じ、
農漁家償却資産額及び在庫資産額を算定 

・農作物資産（水田・畑） 

水田面積、畑面積に平年収量及び農作物価格を乗じ農作物資産額を算定 

・公共土木施設 

一般資産被害額との比率や単位面積当たり被害額を用いて公共土木施設等
の被害額を算定 

・間接被害（営業停止損失、家庭・事業所、国・地方公共団体における応急対
策費用） 

そ 
の 

他 

項 

目 

 

 

費 

用 

》  
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《  
 

 

の 

算 

定 

・事業費と維持管理費の総費用 

・事業費とは、工事費、用地費、補償費、附帯工事費等 

・維持管理費は、毎年定常的に支出される除草等の費用 

・評価対象期間は、施設完成後から５０年間 

・社会的割引率４％で現在価値化して評価 

費 

用 

便 

益 

比 

の 

基 

準 

・費用便益比が１．０以上 
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令和２年度 再評価対象地区に係る事業制度・費用対効果の分析について 
課名   河川課      

 

  ○ 

  事 

  業 

  制 

  度 

  に 

  つ 

  い 

  て 

 事 業 名 総合流域防災事業（河川事業） 

 事 業 目 的 流域一体となった、総合的な防災対策を施行される改良工事 

 採 択 基 準 

一事業の総事業費が100 億円未満で、流域面積が100km2未満かつ想定氾 

濫区域内人口が1万人未満である指定区間内の一級河川に係る河川改修、 

宅地等の嵩上げ、流域における調節池、移動式排水施設、輪中堤等の整備 

 概      要 

 (メニュー) 

・掘削工、護岸工等 

○ 

費 

用 

対 

効 

果 

の 

分 

析 

に 

つ 

い 

て 

 

＊ 

費 

用 

便 

益 

B/C 

＊ 

 効 

 果 

 の 

 項 

 目 

う 

ち 

貨 

幣 

換 

算 

す 

る 

項 

目 

》  
Ｂ 

《  

・家屋資産 

床面積に家屋１㎡当たり評価額を乗じ家屋資産額を算定 

・家庭用品資産 

  世帯数に１世帯当たり家庭用品評価額を乗じ、家庭用品資産額を算定 

・事業所資産（償却・在庫資産） 

  産業分類ごとに、従業者数に１人当たり償却資産及び在庫資産評価額を乗
じ、事業所償却・在庫資産を算定 

・農漁家資産（償却・在庫資産） 

  農漁家世帯数に１戸当たりの償却資産評価額及び在庫資産評価額を乗じ、
農漁家償却資産額及び在庫資産額を算定 

・農作物資産（水田・畑） 

水田面積、畑面積に平年収量及び農作物価格を乗じ農作物資産額を算定 

・公共土木施設 

一般資産被害額との比率や単位面積当たり被害額を用いて公共土木施設等
の被害額を算定 

・間接被害（営業停止損失、家庭・事業所、国・地方公共団体における応急対
策費用） 

そ 
の 

他 

項 

目 

 

 

費 

用 

》  
Ｃ 

《  
 

 

の 

算 

定 

・事業費と維持管理費の総費用 

・事業費とは、工事費、用地費、補償費、附帯工事費等 

・維持管理費は、毎年定常的に支出される除草等の費用 

・評価対象期間は、施設完成後から５０年間 

・社会的割引率４％で現在価値化して評価 

費 

用 

便 

益 

比 

の 

基 

準 

・費用便益比が１．０以上 
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令和２年度 再評価実施箇所（附図） 

                                                                       担当課〔 河川課 〕 

 番   号 １ 
事 業 名 

(路線･河川名等)      

流域治水対策河川事業 
（木曽川水系 水門川） 

事業実施  

箇    所 
大垣市 事 業 主 体 岐阜県 

採択年度 昭和３６年度 完了予定年度 令和２０年度 

再評価の実施基準 再評価を実施した後5年間が経過した時点で継続中の事業 

事業目的  

水門川では、近年はＪＲ東海道本線上流で平成１４年、平成１６年、平成２５年、平成

２７年、平成２９年と浸水被害が頻発している。 

このため、河道整備のほか、調節池等の計画高水流量の低減対策を含めた治水対策を実

施し、浸水被害の解消を図る。 

事業概要  

 全体延長 L=１２．６km 【河道拡幅、橋梁架け替え、放水路、洪水調節池】 

概 要 図  

 

 

 

 

 

 

 

① 未改修区間（水門川 大垣市林町地内） 

②H29.10 洪水浸水状況 

10.4km 
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令和２年度 再評価実施箇所（附図） 

                                                                       担当課〔 河川課 〕 

 番   号 ２ 
事 業 名 

(路線･河川名等)      

広域河川改修事業 

（木曽川水系 相川） 

事業実施  

箇    所 
大垣市、養老町、垂井町 事 業 主 体 岐阜県 

採択年度 昭和31年度 完了予定年度 令和20年度 

再評価の実施基準 再評価を実施した後5年間が経過した時点で継続中の事業 

事業目的  

相川・大谷川では、平成14年、16年と大規模な浸水被害が発生している。このため、築

堤整備のためのＪＲ橋梁改築、洗堰の嵩上げを実施し、浸水被害の解消を図る。 

事業概要  

 事業延長 L=15.7㎞（相川L=9.15㎞、大谷川L=6.55㎞） 

【築堤、護岸工、橋梁架替、洗堰の解消】 

概 要 図  
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令和２年度 再評価実施箇所（附図） 

                                                                       担当課〔 河川課 〕 

 番   号 ３ 
事 業 名 

(路線･河川名等)      

総合流域防災事業 

（庄内川水系 小里川） 

事業実施  

箇    所 
恵那市 事 業 主 体 岐阜県 

採択年度 平成27年度 完了予定年度 令和20年度 

再評価の実施基準 事業開始後5年間が経過した時点で継続中の事業 

事業目的  

恵那市山岡町の街中を流れる小里川では、平成元年9月豪雨で床上46戸、床下96戸の甚

大な浸水被害が発生し、平成25年9月豪雨でも7.1haの浸水被害が発生している。 

このため、河道掘削や護岸工の整備等を進め、浸水被害の軽減を図る。 

事業概要  

 全体延長 L=約6.2km 【河道掘削、護岸工、橋梁、堰 等】 

概 要 図  
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令和２年度第２回 
岐阜県事業評価監視委員会 

費用対効果分析資料 
 

■事業名 

【河川事業】 流域治水対策河川事業 水門川 

■事業内容 

河川改修（河道拡幅、橋梁架替、放水路、洪水調節池） 

■費用対効果分析結果 

区分 
前回 今回 

備考 
（基準年：H26） （基準年：R2） 

事業期間 H21～R20 H21～R20  

費用 

（百万円） 

事業費 4,485 8,155  

維持管理費 513 993  

合計（C） 4,997 9,148  

効果 

（百万円） 

氾濫防止便益 8,106 39,045  

    

合計（B） 8,106 39,045  

費用対効果分析結果（B/C） 1.6 4.3  

※金額は、社会的割引率（4%）を用いて現在の価値に換算したもの。 

 

■費用対効果分析の分析方法 

・治水経済調査マニュアル（案）【令和 2年 4 月】 国土交通省 水管理・国土保全局 

 

■費用対効果分析結果の概要 

【費用の主な変化要因】 

（事業費） 

 全体事業費の見直し。（調節池工事費実績値計上、河道改修および放水路の精度向上） 

 全体事業費の増加により維持管理費も増加。 

（現在価値化した事業費） 

 全体事業費の増加により、現在価値化後の事業費も増加した。 

【効果の主な変化要因】 

（便益） 

 対象確率規模について、前回 1/2～1/5 だったものを今回 1/2～1/50 に変更したことで年平均被

害軽減期待額が増加した。（412 百万円⇒2,271 百万円） 

 氾濫解析における地形判読精度の向上およびメッシュサイズ変更（50m⇒25m）により、氾濫

現象の精度が向上し、被害額、年平均被害軽減期待額が増加した。 

 治水経済調査マニュアル改訂による影響は‐4%程度であり上記二点と比較し微小である。 

（現在価値化した便益） 

 年平均被害軽減期待額の増加により、現在価値化後の便益も増加した。 

【B/Cの変化】 

 費用便益比（B/C）は、前回の 1.6 から 4.3 に増加したため、十分な事業効果が確保される見

通しである。 
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令和２年度第２回 
岐阜県事業評価監視委員会 

費用対効果分析資料 
 

■事業名 

【河川事業】 広域河川改修事業 相川 

■事業内容 

河川改修 全体延長 L=15.7 ㎞（築堤、護岸工、橋梁架替、洗堰の解消） 

■費用対効果分析結果 

区分 
前回 今回 

備考 
（基準年：H26） （基準年：R2） 

事業期間 H21～R5 H21～R20  

費用 

（百万円） 

事業費 5,986 9,496  

維持管理費 664 1,093  

合計（C） 6,650 10,589  

効果 

（百万円） 

氾濫防止便益 56,916 72,047  

    

合計（B） 56,916 72,047  

費用対効果分析結果（B/C） 8.6 6.8  

※金額は、社会的割引率（4%）を用いて現在の価値に換算したもの。 

■費用対効果分析の分析方法 

・治水経済調査マニュアル（案）【令和 2年 4 月】 国土交通省 水管理・国土保全局 

 

■費用対効果分析結果の概要 

【費用の主な変化要因】 

（事業費） 

・大谷川 JR 橋梁改築について、前回評価時から JR 橋梁及び別線方式による JR 軌道移設計画等、具

体化した計画により事業費を精査した結果、前回評価時に想定していた事業費から大幅に増加した。 

（現在価値化した事業費） 

・評価年度の更新（H26→R2）により、現在価値化した事業費は増加する傾向となる（社会的割引率

により将来の事業費は割引いて低く評価するため）。 

 

【効果の主な変化要因】 

（便益） 

・治水経済調査マニュアルの改訂（浸水深別被害率の更新、家庭用品被害の算定方法見直し等）による

影響により、前回評価時から被害額が増加した。 

（現在価値化した便益） 

・評価年度の更新（H26→R2）により、現在価値化した便益は増加する傾向となる（社会的割引率に

より将来の便益は割引いて低く評価するため）。 

 

【B/Cの変化】 

・費用対効果（B/C）は、便益の増加よりも事業費の増大が大きく影響し前回の 8.6 から 6.8 に減少

したものの、十分な事業効果が確保される見通しである。 
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令和２年度 第２回 
岐阜県事業評価監視委員会 

費用対効果分析資料 
 

■事業名 

【河川事業】 小里川総合流域防災事業（庄内川水系小里川） 

■事業内容 

河川改修 全体延長 L=約 6.2km（河道掘削、護岸工、橋梁工、堰改築等） 

■費用対効果分析結果 

区分 
前回 今回 

備考 
（基準年：H27） （基準年：R2） 

事業期間 H27～R20 H27～R20  

費用 

（百万円） 

事業費 2,748 2,733  

維持管理費 313 323  

合計（C） 3,061 3,056  

効果 

（百万円） 

氾濫防止便益 8,876 10,785  

    

合計（B） 8,876 10,785  

費用対効果分析結果（B/C） 2.9 3.5  

※金額は、社会的割引率（4%）を用いて現在の価値に換算したもの。 

■費用対効果分析の分析方法 

・治水経済調査マニュアル（案）【令和 2年 4 月】 国土交通省 水資源・国土保全局 

 

■費用対効果分析結果の概要 

【費用の主な変化要因】 

（事業費） 

 全体事業費に変更はない。 

（現在価値化した事業費） 

 評価時点の更新及び事業進捗が前回評価時の想定より緩やか（R1 年までの事業費が減少し、

R2 年以降の事業費を増加させた）なことにより、現在価値化した費用が増加した。 

 

【効果の主な変化要因】 

（便益） 

 被害額の算定手法（治水経済調査マニュアル）の改定により、被害額が大きくなる結果となり、

年平均被害軽減期待額が増加した。 

（現在価値化した便益） 

 評価時点の更新により、現在価値化した便益が増加した。 

 

【B/Cの変化】 

 費用便益比（B/C）は、前回の 2.90 から 3.53 に増加し、十分な事業効果が確保される見通し

である。 
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